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連絡とは、監督職員と受注者または現場代理人の間で、契約書第18条に該当しない事項ま
たは緊急で伝達すべき事項について、口頭、ファクシミリ、電子メールなどの署名または
押印が不要な手段により互いに知らせることをいう。
　なお、後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。

連絡とは、監督職員と受注者または現場代理人の間で、契約書第18条に該当しない事項ま
たは緊急で伝達すべき事項について、口頭、ファクシミリ、電子メールにより互いに知ら
せることをいう。
　なお、後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。

書面とは、手書き、印刷物等による工事打合せ簿等の工事帳票をいい、発行年月日を記載
し、署名または押印したものを有効とする。ただし、帳票管理システムを用いて作成さ
れ、指示、承諾、協議、提出、報告、通知が行われた工事帳票については、署名または押
印がなくても有効とする。

書面とは、工事打合せ簿等の工事帳票をいい、帳票管理システムを用いて作成され、指
示、承諾、協議、提出、報告、通知が行われたものを有効とする。ただし、やむを得ず、
帳票管理システムを用いない場合は、発行年月日を記載し、記名（署名または押印を含
む）したものも有効とする。

港湾局の改
定による

受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければなら
ない。また、受注者は、措置をとった場合には、その内容を直ちに監督職員に通知しなけ
ればならない。

受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、緊急やむを得ない場合を除き、
事前に監督職員に意見を求めた上で臨機の措置をとらなければならない。また、受注者
は、措置をとった場合には、その内容を直ちに監督職員に通知しなければならない。

港湾局の改
定による

港湾局の改
定による

港湾局の改
定による

掲載なし  鮫等に対する安全対策が必要とされる場合は、監督職員と協議し、適切な対策を講じなけ
ればならない。

掲載なし （施工管理に関する情報化）
　  1．提出書類の事務処理、施工管理においてインターネットと発注者が提供するシステ
ム（工事帳票管理システム）を利用するものとする。
　　2．システム利用に係わるユーザ名、パスワード等の管理については、他に漏らしては
ならない。
　（電子納品）
　　3．｢工事完成図書｣は、｢北海道開発局における電子納品に関する手引き（案）｣に基づ
いて作成した電子データを電子媒体（CD-R又はDVD-R）で2部提出しなければならない。な
お、｢北海道開発局における電子納品に関する手引き（案）｣に記載がない項目の電子化及
びBD-Rでの提出については、監督職員と協議の上、決定する。
　　4.工事写真は、｢デジタル写真管理情報基準｣に基づき提出しなければならない。
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